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１  趣  旨 

本事業は、我が国の国際競技力向上方策の一環として、ナショナルトレーニングセン

ター（以下「ＮＴＣ」という。）競技別強化拠点に指定した施設（以下「指定施設」と

いう。）に関し、関係中央競技団体（以下「ＮＦ」という。）が強化戦略プランに基づ

く強化活動を効果的に行えるよう、競技力の強化に必要なトレーニング環境及びスポー

ツ医・科学、情報等によるサポート体制等の整備充実を行う。 

 

２ 委託事業の内容 

（１）トレーニング機能 

  我が国のトップアスリート等が国際競技大会と同等の上質な競技環境でトレーニン

グを行うために必要な競技スペースの確保及びトレーニング機器等の整備並びに指定

施設が所在する地域における関係機関・施設と連携した食事・宿泊場所の確保等 

（２）サポート機能 

 指定施設と独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下「ＪＳＣ」という。）ハイ

パフォーマンスセンター及びその所在地域の関係機関・施設と連携したスポーツ医・科

学、情報等によるサポートを実施するために必要な専門スタッフの配置及び機器類の整

備等 

（３）マネジメント機能 

① 指定施設の機能強化に向けた関係機関・団体との連携体制の構築 

    指定施設の設置者もしくは運営者、ＮＦ、上記（２）に掲げる関係機関・施設、行

政機関、有識者、協力企業等、指定施設の機能強化に向けた連携体制の構築 

② 拠点スタッフの配置等 

    指定施設の優先利用に係る調整、関係機関・団体との連絡調整等を行う人員の配置、

その他指定施設の機能強化に必要な業務の実施 

 

３  事業の委託先 

指定施設の設置者又は運営者とする。ただし、国有施設にあっては、当該施設を利用す

るＮＦとすることができるものとする。 

 

４  委託契約期間 

委託契約を締結した日から事業が終了する日までとする。ただし、年度をまたぐことは



 

できない。 

 

５  委託手続 

（１）事業の委託を受けようとする者は、委託事業実施計画書（別紙様式１）にＮＦの確

認書を添えてスポーツ庁に提出する。 

（２）スポーツ庁は、委託事業実施計画書の内容を審査し、内容が適切であると認めた場

合、予算の範囲内で事業の委託を決定し、委託契約を締結する。 

 

６  委託経費 

（１）スポーツ庁は、予算の範囲内で事業に要する経費を委託費として事業の委託を受け

た者（以下「受託者」という。）に支出する。なお、一般管理費については、地方公

共団体に対する委託の場合を除く。 

（２）委託費の対象となる経費は、設備備品費、賃金、諸謝金、旅費、借損料、印刷製本

費、通信運搬費、光熱水費、雑役務費、消耗品費、会議費、消費税相当額、一般管理

費、再委託費とする。 

（３）スポーツ庁は、ＮＴＣ競技別強化拠点施設の指定を解除した場合、受託者が委託要

項、委託契約書、若しくはスポーツ庁委託事業事務処理要領に違反したとき、又は委

託事業の遂行が困難であると認めたときは、委託契約の解除や経費の全部又は一部に

ついて返還を命じることができる。 

 

７ 事業完了（廃止）の報告 

受託者は、事業が完了したとき、又は廃止の承認を受けたときは、委託事業完了（廃

止）報告書（別紙様式２）を作成し、完了した日又は廃止の承認の日から３０日を経過

した日、又は当該契約満了日のいずれか早い日までに、支出を証する書類の写を添えて、

スポーツ庁に提出しなければならない。 

 

８ 委託費の額の確定 

（１）スポーツ庁は、上記７により提出された委託事業完了（廃止）報告書について審査

及び必要に応じて現地調査を行い、その内容が適正であると認めたときは、委託費の

額を確定し、受託者へ通知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、事業に要した決算額と委託契約額のいずれか低い額とする。 

 

９ その他 

（１）受託者は、ＮＴＣ競技別強化拠点施設の指定に係る条件を遵守すること。 

（２）スポーツ庁は、受託者における本事業の実施が当該趣旨に反すると認められるとき

には、必要な是正措置を講ずるよう求める。 

（３）スポーツ庁は、本事業の実施に当たり、受託者の求めに応じて指導・助言を行うと

ともに、その効果的な運営を図るため協力する。 

（４）スポーツ庁は、必要に応じ、本事業の実施状況及び経理処理状況について、実態調



 

査を行うことができる。 

（５）受託者は、本事業の遂行によって知り得た事項については、その秘密を保持しなけ

ればならない。 

（６）受託者は、委託事業の実施に当たり、開催案内等対外的な発信をする際には、スポ

ーツ庁委託事業であることを明示しなければならない。 

（７）受託者は、スポーツ庁の求めに応じて、本事業の実施により講じられた指定施設の

競技力強化に関する各種機能の整備状況等について自己点検を行うものとする。 

（８）この要項に定めるもののほか、本事業の実施に当たり必要な事項については、別に

定める。 

 

附 則  

この要項の規定は、平成３１年４月１日以降に締結する委託契約から適用する。 

 


